
令 和 ５ 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書（１日目） 

 

【視察先 】 神奈川県相模原市 

【視察日時】 令和５年１０月３１日（火） １４時３０分～１６時００分 

【視察内容】 ＤＸの推進及び今後の展望について 

【説明者 】 相模原市市長公室 DX推進課 

【報告者 】 総務常任委員会 桜井芳信 

 

視察結果概要 

(1) 視察先の相模原市の概要 

神奈川県の北部に位置し、東京から概ね 30～60㎞の距離にあり、神奈川県で３番目の人口を擁す

る市です。市域はまた、橋本・相模原・相模大野駅周辺などの多様な都市機能をもった中心市街地と

相模湖・津久井湖・宮ヶ 瀬湖などの水源を含む豊かな自然が共存する都市となっています。 

 面積は、平成の合併により面積は 328.84 k㎡（行政境界の変更により現在 328.91k㎡）となり、

横浜市に次ぐ県下２番目の広さを有し、北部は東京都、西部は山梨県と接しています。 

     

(2) 行政視察内容 

     市長公室ＤＸ推進課から「ＤＸの推進及び今後の展望について」、資料に沿って次の７項目について

説明を受け、その後、視察者からの質疑に答えていただきました。 

１）相模原市 ICT総合戦略 

相模原市では、「相模原市ＩＣＴ総合戦略」を令和２年３月に策定し、ＩＣＴの活用に積極的かつ

柔軟に取り組むことで、スマート自治体への転換を推進するとともに、より質の高い行政運営を行

うことを目指しています。 

２）令和４年度 RPA導入実績、作業時間の削減効果の内訳 

効果の大きかった業務として、介護保険課の主治医意見書依頼書の出力（削減時間 966.7ｈ）及 

び延期通知の出力業務（削減時間 400ｈ）、保育課の公定価格加算入力業務（削減時間 601.7ｈ）、市 

民税課の異動届の入力業務（削減時間 424ｈ）で、全体として年間 6,169.5ｈの削減効果があったと 

のことでした。 

 令和 2～4年度の累計削減時間は合計 13,245ｈで、令和 5年度は 12,000ｈの削減時間を見込んで

いるとのことでした。 

RPAを活用した業務効率向上が、事務作業の精度を高めながら業務時間の短縮にもつながる点に 

着目し、各部門の業務改善により新たに生み出される時間が市民サービス向上に寄与できると考え 

ているとのことでした。 

３）マイナンバーカード、電子申請、電子納付等の取組状況 



  ①マイナンバーカード 

交付率は 72.2%（2023/9/3時点）、北広島市の交付率は 2023/1/1時点ではありますが 51.1%であ 

り、本市を大きく上回っています。 

 ②電子申請 

   電子化手続数は１９１手続（令和４年度末）で、出産・子育て応援ギフト申請、職員採用試験申し

込み、新型コロナウイルスワクチン接種券発行申請などで、時間・場所に関わらず申請できることか

ら今後も拡大していくとのことでした。 

  ③電子納付状況 

   バーコードのついた納付書（税、国保、介護）等の電子納付は可能。スマートフォンのアプリなど 

  で読取り支払う。 

令和４年 2月から、窓口での手数料支払いでキャッシュレス決済を導入。来年から使用できる窓 

口を 15ヵ所に拡大する。 

  ④書かない窓口等の取組 

   転入に関して、申請者が自宅等であらかじめパソコンやスマホを使って申請書を作成し、市役所 

で印刷後、サイン（署名）をもらう。※申請書作成支援システム「申請サポートプラス」を令和５年３月２日より開始。 

   福祉システムでは、身体障がい者手帳申請書、福祉タクシー利用助成申請など、約 30種類の申請 

で、来庁した市民から職員が窓口でヒアリングしながらパソコン、タブレット等で申請書を作成し、 

印刷後、本人に確認してもらい、サイン（署名）をもらう。 

   その他、パソコンやスマートフォンから質問に答えていくだけで、引っ越し、結婚等のライフイベ 

ントの際に自分に必要な手続きがわかる手続検索サービス「わたしの手続き案内」を令和３年１１月 

３０日より開始。 

 

 ４）ＤＸ事業推進評価 

   相模原市行財政構造改革プランを踏まえたうえで、ＤＸの推進に寄与する情報システムを導入す

ることの必要性について、次の７事業を評価対象事業として、ＤＸを推進する立場から評価し、予算

措置の可否判断の参考資料とされる。 

 ①情報システムの新規導入 

②次期システムへの更新 

③基幹システムに関する改修 

④相模原市ＩＣＴ総合戦略に設定されている事業 

⑤インターネット接続環境を導入する案件 

⑥令和６年度に予定しているＯＳ・officeの更新に伴い、情報システムの改修又は保守費の増額が 

必要な案件 

⑦その他、情報システム関連事業費で３００万円を超える案件 

 

 ５）一般ごみ収集ＤＸ化に関する実証実験 

   小田急電鉄と覚書を締結し、持続可能な社会の実現（循環型社会の実現）のために、ＩＣＴを活用

することにより、収集状況の管理・ゴミ収集の見える化・収集作業の効率化・働き方改革・柔軟な収



集体制の運用など効果的に解決することを目的に一般ごみ収集のＤＸ化に向け、令和５年６月１９

日から令和６年３月３１日までの実証実験を開始した。 

 

 ６）相模原市版「まちのコイン」 

   SDGs の自分ごと化、地域における新たなつながりを生み出すことによる地域コミュニティの活性

化を図ること等を目的に、スマートフォンアプリによるデジタルコミュニティ通貨を活用した相模

原市版「まちのコイン」を令和５年５月１０日よりスタートさせている。 

  

 ７）もっとチャレンジ！さがみはら 

  ①ＤＸチャレンジ表明（令和５年７月１８日） 

   ・市民の暮らしをもっと豊かに、もっと便利に 

・デジタル技術を生かし、さがみはらファンを“もっと”増やすように改革します。 

・市役所業務や職員の働き方を“もっと”改革します。 

  ②生成ＡＩ共同検証の協定締結（令和５年１０月１９日） 

   ＮＥＣと国内産ＡＩ開発に向けて、自治体行政分野に特化した生成ＡＩの実現可能性の検証、自

治体に適した安全で利便性の高い生成ＡＩ利用環境の構築に向けた検討を共同で進める。 

 

 ■質疑応答 

  Q）ＲＰＡの導入により、どういう効果が。 

  A）時間外が減り、空き時間ができ、市民との対面時間確保につながる。 

  

  Q）個人情報保護のためのセキュリティ対策は。 

  A）システム・アクセス権を設定している。業務以外使用を監視している。 

  

  Q）説明のあった「申請サポートプラス」の利用状況は。 

  A）日に３０～５０件ほどアクセスされているが、実際 

に利用されているかは不明。 

 

 

 相模原市は、市長公約で「ＤＸ推進に関する条例」を掲げるなど、首長が先頭となってＤＸを積極的

に推進しており、ＤＸ事業推進評価をはじめ多くの点で参考となりました。特に、ＲＰＡの導入におい

ては、作業時間削減効果を数値化することでＤＸ推進効果の可視化を図っていることは参考になりま

した。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視察研修の記念撮影 

視察研修風景 



令 和 ５ 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書（２日目） 
 

 

【視察先 】 千葉県佐倉市（市議会第１委員会室） 

【視察日時】 令和５年１１月１日（水） １４時００分～１５時３０分 

【視察内容】 佐倉市における FM（ファシリティマネージメント）の取組について 

【説明者 】 佐倉市資産経営部資産経営課 

【報告者 】 総務常任委員会 山本博己 

 

１ 説明内容 

(1)FM（ファシリティマネージメント）の取組について 

   ①FMの必要性 

    佐倉市は H29年旧町村の合併で誕生しており地域が分散。市有施設も分散し建物保有面積 

    はなかなか減らせない中で維持管理費がかさむ一方で市の人口は減少。 

    佐倉市は一人当たりの床面積は２．０８㎡と多くないが、財政的に厳しい中で市有施設の 

    維持管理をどう行っていくのかが課題となっていた。 

    （市の資料） 

     市有施設 ７１４棟 総延べ床面積 約３６万㎡ 平均築年齢３４年 

     今後４０年の公共建築物更新費用 １，７９７億円（年当たり４４．９億円） 

     過去１０年の実績額 ２１．２億円 ４４．９―２１．２＝２３．７億円／年不足 

 

   ②「施設管理」から「施設経営」へ 

     持続可能な自治体経営を目指すための施策の検討が必要 

     単なる施設管理を行っていくのではなく施設をどうマネジメントしていくのかを総合 

     的に検討していく必要があるとした。 

      建築保全と FMを結び付けて、総量縮減やコスト削減、施設の機能劣化防止を行う      

     ともに、高齢化、環境などを配慮した付加価値の向上を図っていくことを目指す。 

 

   ③ファシリティ部門を統合した FM体制の構築 

    これまでの縦割り体制（データは建築指導課、土地は管財課、建物は営繕課、指定管理施 

    設の運営は企画政策課）を再編し、公有財産管理・有効活用の促進、情報収集・整理・分 

    析を統括的に行う資産経営部とした。 

 

   ④ファシリティの「見える化」 

    IBM MAXIMOをベースに開発された「公共施設マネジメントシステム」の導入による総合  

    型公共施設等データベースを構築してメンテナンスサイクルを構築。GISとの連携により 

    公有財産管理や施設再配置計画にも活用できるようにした。 

    そのことで施設の点検、診断、工事、記録を登録しそれをもとに計画を立てるサイクルを 

    共有することでサイクル工程を見える化した。  



    

(2)包括的施設業務委託について 

①個別施設管理から包括管理業務へ 

    約１６０件の委託契約が担当課ごとに実施 

    施設設備の老朽化が進む中、施設管理者の安全管理上の負担やコストの増など課題が増大 

包括管理 

 維持管理にかかる業務「の予算を集約、一括発注約４８０件の契約を一本化 

 既存業務に加えて施設の巡回点検や緊急対応などの新規業務を実施 

 包括業務管理の中で設備等の統一的なデータの整理、修繕の提案を行う。 

 現在３期目（R6～R10 ）。委託期間を５年に。９１施設を実施。 

 システムの連携とモニタリングを実施 

  

   ②包括化による効果 

    ・維持管理の品質向上 

     専門技術者による業務管理や新規業務の実施、管理情報の一元化など維持管理の質の向   

 上が図られた。 

・修繕計画への活用・事務の効率化 

 点検等の結果を一元敵に把握し、統一的な視点から修繕提案に活用することで効率的な 

 修繕計画につなげることができた  

・市内事業者の活用推進 

 大手元請管理会社と市内事業者（協力事業者）との協業の機会を通じて市内事業者の活 

 用が可能となった。 

 

③包括化業務委託と FMとの関係 

 公共施設マネジメントシステムのサイクルの中で、点検と診断を包括管理業務で担当 

  市のシステム入力に必要なデータの提供 

  設備機器など更新されたものの把握 

 人材育成  

  施設所管職員の意識啓発や意識向上、現地研修会を実施 

④包括化業務委託と予算執行との関係 

 包括管理委託業務からの情報からマネジメントシステムにより施設評価を行う 

 施設所管課からのヒアリング等による要望などを加味して優先順位を決める 

 それに基づき所管課から概算要求 

 事業査定部局（企画）、予算査定部局（財政）への要求と査定を経て予算が決定 

 工事完了確認後に包括管理業務が点検等を行い全体の維持管理を行う 

 

(3)施設 IDの導入 

R4年度から支出伝票起票時に「施設 ID」入力を全庁で実施 

施設 ID毎の支出額を集計し、各施設の精度の高いコスト情報を把握できるようになった 

施設類型ごとの比較、同用途施設間での比較、敷地別コスト比較、複合用とコストの算出

などが可能になり、施設のコストの効率化、効果的な運用に効果を発揮している。 

 



 

     

２ 質疑応答 

(1)事前質問への回答 別紙のとおり 

(2)説明後の質疑 

 ①Ｑ：「施設経営」による新たな価値が付加できると説明されたが、具体的な内容は 

Ａ：施設のバリアフリー、ゼロカーボンへの対応など 

   ②Ｑ：包括業務委託による市内事業者の活用はどれくらいか 

    Ａ：市内事業者の１３％。今後増やしていきたい。 

    Ｑ：大手管理事業者による元請は独占的にならないか 

    Ａ：新たな参入もある。3期目は事業者が変わった。 

    Ｑ：小口発注はどうやっているのか 

    Ａ：資産経営課が一括発注する方式になった。施工業者などを包括事業者から紹介される   

      こともある。 

   ③Ｑ：モニタリングは専門的な知識が必要だがどうやっているのか。 

    Ａ：資産経営部の営繕に建築、電気機械、土木の技術者がいるのでそれらの専門知識を生 

      かしてモニタリング評価をしている。 

   ④Ｑ：施設 IDでのコスト比較で施設ごとにばらつきがある理由は 

    Ａ：資料は年度途中の数字なので執行状況が反映してばらつきがある。 

 

３ 所感 

  (1)FM（ファシリティマネージメント）の取組について 

   ①コストカットだけでなく施設の効果的な運用などにもっと活用するとよいと思う。 

   ②地域が分散型なところは北広島市と同様で、それゆえに施設を単純に統合することが難し  

    いと感じた。 

   ③施設の修繕、改修などが情報に基づく比較検討の中で優先順位をつけているので合理的 

    でわかりやすいと感じた。ただ、それと住民要求との乖離があった場合の説明にこれらの 

    情報、データを活用できるのか、情報の透明性がどこまでできるのかが課題と感じた。 

(2)包括的施設業務委託について 

 ①包括業務提携における市内事業者、中小事業者の活用に課題があると感じた。市内事業者  

  の活用が１３％という数字の実態を見てみないとわからないが、包括事業者の意思決定 

  に依存しているところが大きいのではないか。市内事業者、中小事業者の育成も合わせた 

  施策の推進が求められる。 

(3)施設 IDの導入 

 ①コスト比較等には効果的。ただ、施設ごとの個別事情があるので、数字だけで判断するの 

  は危険だが、数字が横並びで出るとどうしても数字が先に出る傾向があるので、それらを 

  留意して活用することが必要と感じた。 

  

   

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

視察研修風景 

視察研修の記念撮影 



令 和 5 年 度 

総務常任委員会 行政視察報告書（３日目） 
 

【視察先 】 千葉県市川市（市役所第１庁舎） 

【視察日時】 令和 5年 11月 2日（木） 10時 00分～11時 30分 

【視察内容】 RPAの導入について 

【対応者 】 市川市議会  議長 稲葉健二 

市川市企画部行政経営・DX課 主幹 水野 智史 

                      主任 井上 航 

【報告者 】 総務常任委員会 佐々木百合香 

 

１ 説明内容 

 市川市は千葉県の北西部に位置する市である。人口は約 49万 3000人。千葉県内では千葉

市、船橋市、松戸市に次いで第 4 位の人口規模である。これまでに DX 事業によりワンスト

ップサービスの導入、オンライン申請やキャッシュレス決済、児童虐待対策や災害対策をす

すめてきた。繁忙期の時間外勤務状態化の解消を目的として RPA（ロボティック・プロセス・

オートメーション）を導入し、業務効率化を図っている。 

 各課から相談を受け、何を改善すれば業務が効率化できるのかを DX 課でヒヤリングした

のち、RPAを用いた事務処理プロセスである「シナリオ」を作成。各種照会業務やオンライ

ン申請処理など、人がコンピュータ上で行う提携作業が自動的に行われる。 

 領収書や申請書を読み取りテキストデータに変換を行う AI-OCR システム、音声をシステ

ムが読み込みテキストデータに変換する AI議事録作成システムも活用されている。 

 RPAによって事務処理が行われる様子を実演していただき、スピーディーに処理が完了す

ることを体感できた。 

２ 質疑応答 

Q. 導入費用はどの程度か 

A.令和 4年度は BPAシステム利用やシナリオ制作支援の業者委託に 906万 400円。 

 AI関係では、システムと PC賃借料で 202万 8000円の費用がかかった。 

Q.各課への導入方法は。熱心な職員がいる課といない課で温度差があるのではないか。 

A.新規事業等に伴う各課からの増員希望は企画部行政経営・DX 課で受けている。簡単には

増員に応えられないが、多忙感の解消のために使えそうなシステムを積極的に提案している。 

３ 所  感 

 膨大な事務処理を自動化することにより、職員の働き方が大きく変わる。また、虐待対策

システムで市が把握している児童虐待のリスク要因が一元化されていることにより、相談が

あった時すぐに児童の背景情報にアクセスでき、適切な初動対応につながることが期待でき

る。とても参考になった。 
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